
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車両前方の道路形状情報を獲得する道路情報獲得手段と、
　自車両の走行状態を検出する走行状態検出手段と、
　前記道路情報獲得手段で獲得した道路形状情報と前記走行状態検出手段で検出した自車
両の走行状態とに基づいて自車両が前方のカーブを通過する際にドライバにかかる負荷と
して、自車両が、

を走行する際にドライバにかかる負荷の総和を
推定する負荷推定手段と、
　自車両が前記カーブを安定走行できるように、少なくとも車両の走行状態を制御するか
又は警報を発生する前方道路対応処理を前以って行う前方道路対応処理手段と、を備え、
　当該前方道路対応処理手段は、前記負荷推定手段で推定した負荷の総和に基づいて前記
前方道路対応処理を行うことを特徴とする前方道路対応制御装置。
【請求項２】
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カーブ区間の開始点から終了点まで、又はカーブ区間の開始点からカー
ブ区間内の最小旋回半径点までの所定区間

　前記道路情報獲得手段は、自車両前方のカーブ形状及びカーブ区間に関するカーブ情報
を獲得し、
　前記負荷推定手段は、自車両が前記カーブを通過する際に車両に発生すると予測される
横加速度又はヨーレート、又は自車両が前記カーブを通過する際に必要と予測される操舵
操作量又は操舵トルク入力量のうちの何れかを負荷相当値とし、
　前記走行状態検出手段で検出された自車両の走行状態と前記道路情報獲得手段で獲得し



【請求項３】

【請求項４】

【請求項５】

【請求項６】

【請求項７】

【請求項８】

【請求項９】
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たカーブ情報とに基づいて、前記所定区間における前記負荷相当値の総和を推定し、
　当該負荷相当値の総和に基づいて前記負荷の総和を推定することを特徴とする請求項１
記載の前方道路対応制御装置。

　前記道路情報獲得手段で獲得した自車両前方のカーブ情報に基づいて自車両前方に連続
したカーブ区間が存在するかどうかを検出する連続カーブ検出手段を備え、
　前記負荷推定手段は、前記連続カーブ検出手段で連続するカーブ区間の存在が検出され
たときには連続するカーブ区間全体を前記所定区間として前記負荷相当値の総和を推定す
ることを特徴とする請求項２記載の前方道路対応制御装置。

　前記前方道路対応処理手段は、減速度を発生させることにより前記車両の走行状態を制
御する減速制御を行い、
　前記負荷推定手段で推定した前記負荷の総和が、自車両が前記所定区間を安定走行可能
な速度で走行した場合にドライバにかかる負荷の総和相当の基準値以下となるように減速
制御を行うことを特徴とする請求項１から請求項３の何れか１項に記載の前方道路対応制
御装置。

　前記前方道路対応処理手段は、減速度を発生させることにより前記車両の走行状態を制
御する減速制御を行い、
　前記負荷推定手段で推定した前記負荷の総和と、自車両が前記所定区間を安定走行可能
な速度で走行した場合にドライバにかかる負荷の総和相当の基準値との差に基づいて目標
減速度を設定し、
　当該目標減速度を達成するように減速制御を行うことを特徴とする請求項１から請求項
４の何れか１項に記載の前方道路対応制御装置。

　前記走行状態検出手段は自車両の走行速度を検出し、
　前記前方道路対応処理手段は、減速度を発生させることにより前記車両の走行状態を制
御する減速制御を行い、
　前記道路情報獲得手段で獲得したカーブ情報に基づいて自車両前方のカーブの旋回半径
が最小となる最小旋回半径及びこの最小旋回半径地点までの自車両からの距離を検出し、
　前記最小旋回半径及び最小旋回半径地点までの自車両からの距離と前記自車両の走行速
度とに基づいて、前記カーブを安定走行し得る自車両の目標減速度を算出する目標減速度
算出手段と、
　前記負荷推定手段で推定した前記負荷の総和に基づいて前記目標減速度算出手段で算出
した目標減速度を補正する補正手段と、を備え、
　前記補正手段で補正した目標減速度を達成するよう減速制御を行うことを特徴とする請
求項２記載の前方道路対応制御装置。

　前記前方道路対応処理手段は、車両に作用する駆動トルクを低減すること、変速機のギ
ヤ比を変更すること、及び車両に作用する制動力を増加させることの少なくとも何れか一
つを行うことにより、前記減速制御を行うことを特徴とする請求項４から請求項６の何れ
か１項に記載の前方道路対応制御装置。

　前記道路情報獲得手段は、自車両の現在位置を検出する自車両位置検出手段と、
　道路情報を記憶した道路情報記憶手段と、を備え、
　前記自車両位置検出手段で検出した自車両の現在位置に基づき、前記道路情報記憶手段
で記憶する道路情報から自車両前方の道路形状情報を獲得することを特徴とする請求項１
から請求項７の何れか１項に記載の前方道路対応制御装置。

　前記道路情報獲得手段は、道路側に配設された道路形状情報を送信する道路情報提供手



【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自車両前方にカーブが存在する場合等に、このカーブに進入する以前に、車
両の走行状況に応じて前以って車両の減速制御を行ったり、或いは警報を発生することで
ドライバに注意を促したりするようにした前方道路対応制御装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、カーブ或いはコーナ等を旋回走行する場合等に、旋回横加速度が設定値以上に大
きい状態であるときに自車両を自動的に減速し、旋回時の車両のアンダステアを抑制する
装置が数多く考案されている。これらの自動減速装置は、ドライバの脇見や目測の誤り等
によってカーブに多少のオーバースピードで進入した場合であっても車両が旋回外側に膨
らむことを抑え、車両の安定性を向上させてドライバに安心感を与える効果がある。
【０００３】
　また、ナビゲーション装置やインフラ設備等からの情報を用いて車両がカーブに進入す
る以前から、自車両前方のカーブの状態を前以って獲得し、車速が前方のカーブ形状に対
して大きい場合には、カーブ進入以前から減速制御を行うようにした減速制御装置も提案
されている（例えば、特許文献１参照）。
　また、ナビゲーション装置からの情報を用いて警報の発生や車両制御を行う際に、前記
ナビゲーション装置からの情報の誤差を加味して制御を行うようにした制御装置等も提案
されている（例えば、特許文献２参照）。
【特許文献１】特開平４－２３６６９９号公報
【特許文献２】特開平８－１９４８９１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前述のように、旋回横加速度が設定値以上に大きい場合等、横加速度やヨーレートとい
った実際の車両挙動に応じて減速制御を行うようにしたシステムにおいては、実際に車両
挙動が発生した後に、この車両挙動信号に応じて減速制御が行われるため、その効果は限
定的であり、オーバースピード量が大きい場合等には、十分にオーバースピードを抑制す
ることができない可能性があるという問題がある。
【０００５】
　また、前述のようにナビゲーション装置やインフラ設備からの情報に基づいてカーブ進
入以前から自車両を減速させるようにしたシステムにおいては、カーブに進入する以前に
減速を開始することができるため、カーブ通過時には十分な減速効果を期待することがで
きる。しかしながら、このようにカーブ警報や自動減速を行うようにした制御装置の場合
、対象となるカーブの旋回半径のうち、最も小さい半径となる最小旋回半径点を基準とし
てその基準位置に対して目標となる車速（目標車速）を設定し、この目標車速と自車両の
現在の走行速度との偏差と、前記基準位置と自車両の現在位置との間の距離に応じて警報
の判断を行ったり、減速制御時の目標減速度の算出を行ったりしている。
【０００６】
　このため、カーブの形状によっては、ドライバが警報や制御の作動タイミングに違和感
を覚えたり、制御量が適切でないと感じたりする場合がある。つまり、カーブ区間の最小
旋回半径やその最小旋回半径地点は同等であっても、カーブ区間の距離が長かったり、旋
回半径が急に変化するような場合には、このカーブ区間を通過する際にドライバにかかる
負荷がより大きくなるため、警報や制御の作動タイミングが遅いと感じたり、或いは制御
量が少ないと感じたりする場合があるという問題がある。
　そこで、この発明は上記従来の未解決の課題に着目してなされたものであり、カーブ形

10

20

30

40

50

(3) JP 3979400 B2 2007.9.19

段と通信を行って前記道路形状情報を獲得することを特徴とする請求項１から請求項７の
何れか１項に記載の前方道路対応制御装置。



状に即して適切なタイミングで警報の発生や減速制御を開始することの可能な前方道路対
応制御装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、本発明に係る前方道路対応制御装置は、自車両前方の道路
形状情報を獲得し、自車両が前方のカーブを安定走行できるように、前以って前方道路対
応処理を実行し、少なくとも車両の走行状態を制御するか、又は警報を発生させてドライ
バに注意を促すことにより、前方のカーブを安定走行できるように制御する。
　このとき、自車両の走行状態と前記自車両前方の道路形状情報とに基づいて、現在の走
行速度でカーブに侵入した場合の、自車両が前方のカーブを通過する際にドライバにかか
る負荷として、自車両が、

を走行する際にドライバにかかる負荷
の総和を推定し、この推定した負荷の総和に基づいて前方道路対応処理を行う。
【０００８】
　ここで、カーブ形状と自車両の走行位置とに基づいて前方道路対応処理を行うようにし
た場合、カーブの長さ或いは旋回半径の変化状況等によっては、前方道路対応処理によっ
て車両の走行状態を制御したり、或いは警報によりドライバの注意を促したとしても、ド
ライバにかかる負荷が大きくなり、場合によっては、ドライバが、前方道路対応処理の作
動タイミングに違和感を覚えたり、また、車両の走行状態の制御量が少ないと感じたりす
る場合ある。しかしながら、カーブを通過する際にドライバにかかる負荷として、自車両
が、

を走行する際にドライバにかかる負荷の総和を推定し、この
推定した負荷の総和に基づいて前方道路対応処理を実行することによって、ドライバに負
荷がかかることが抑制され、ドライバに違和感を与えることが回避されることになる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明に係る前方道路対応制御装置は、自車両の走行状態と自車両前方の道路形状情報
とに基づいて、現在の走行状態でカーブに進入した場合の、カーブを通過する際にドライ
バにかかる

を走行する際にドライバにか
かる負荷の総和を推定し、この推定した負荷の総和に基づいて前方道路対応処理を行うよ
うにしたから、カーブを通過する際にドライバにかかる負荷を適度な大きさにすることが
でき、この負荷がかかることに起因してドライバに違和感を与えることを回避することが
できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。
　まず、第１の実施の形態を説明する。
　図１は、第１の実施の形態における前方道路対応制御装置の一例を示す車両概略構成図
である。なお、この車両は、自動変速機及びコンベンショナルディファレンシャルギヤを
搭載した後輪駆動車両であり、制動装置は、前後輪とも、左右輪の制動力を独立に制御可
能としている。
　図１中の符号１はブレーキペダル、２はブースタ、３はマスタシリンダ、４はリザーバ
であり、通常は、ドライバによるブレーキペダル１の踏込み量に応じて、マスタシリンダ
３で昇圧された制動流体圧が、各車輪５ＦＬ～５ＲＲの各ホイールシリンダ６ＦＬ～６Ｒ
Ｒに供給されるようになっているが、このマスタシリンダ３と各ホイールシリンダ６ＦＬ
～６ＲＲとの間には制動流体圧制御回路７が介挿されており、この制動流体圧制御回路７
内で、各ホイールシリンダ６ＦＬ～６ＲＲの制動流体圧を個別に制御することも可能とな
っている。
【００１１】
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カーブ区間の開始点から終了点まで、又はカーブ区間の開始点
からカーブ区間内の最小旋回半径点までの所定区間

カーブ区間の開始点から終了点まで、又はカーブ区間の開始点からカーブ区間内の最
小旋回半径点までの所定区間

負荷として、自車両が、カーブ区間の開始点から終了点まで、又はカーブ区間
の開始点からカーブ区間内の最小旋回半径点までの所定区間



　前記制動流体圧制御回路７は、例えばアンチスキッド制御やトラクション制御に用いら
れる制動流体圧制御回路を利用したものであり、この実施形態では、各ホイールシリンダ
６ＦＬ～６ＲＲの制動流体圧を、単独で増減圧することができるように構成され、例えば
比例ソレノイド弁を使用することによって任意の制動流体圧に制御可能に構成されている
。この制動流体圧制御回路７は、後述するコントロールユニット８からの制動流体圧指令
値に応じて各ホイールシリンダ６ＦＬ～６ＲＲの制動流体圧を制御する。
【００１２】
　また、この車両は、エンジン９の運転状態、自動変速機１０の選択変速比、並びにスロ
ットルバルブ１１のスロットル開度を制御することにより、駆動輪である後輪５ＲＬ、５
ＲＲへの駆動トルクを制御する駆動トルクコントロールユニット１２が設けられている。
エンジン９の運転状態制御は、例えば燃料噴射量や点火時期を制御することによって制御
することができるし、同時にスロットル開度を制御することによっても制御することがで
きる。
　なお、この駆動トルクコントロールユニット１２は、単独で、駆動輪である後輪５ＲＬ
、５ＲＲの駆動トルクを制御することも可能であるが、前述したコントロールユニット８
から駆動トルクの指令値が入力されたときには、その駆動トルク指令値を参照しながら駆
動輪トルクを制御する。
【００１３】
　さらに、この車両には、自車両に発生する前後加速度Ｘｇ及び横加速度Ｙｇを検出する
加速度センサ１５、自車両に発生するヨーレートφを検出するヨーレートセンサ１６、前
記マスタシリンダ３の出力圧、いわゆるマスタシリンダ圧Ｐｍを検出するマスタシリンダ
圧センサ１７、アクセルペダルの踏込み量、すなわちアクセル開度Ａｃｃを検出するアク
セル開度センサ１８、ステアリングホイール２１の操舵角θを検出する操舵角センサ１９
、各車輪５ＦＬ～５ＲＲの回転速度、いわゆる車輪速度Ｖｗ i（ｉ＝ＦＬ～ＲＲ）を検出
する車輪速度センサ２２ＦＬ～２２ＲＲが備えられ、それらの検出信号は前記コントロー
ルユニット８に出力される。また、駆動トルクコントロールユニット１２で制御された車
輪軸上での駆動トルクＴｗも合わせてコントロールユニット８に出力される。
【００１４】
　なお、検出された車両の走行状態データに左右の方向性がある場合には、何れも左方向
を正方向とし、右方向を負方向とする。すなわち、ヨーレートφや横加速度Ｙｇ、操舵角
θは、左旋回時に正値となり、右旋回時に負値となる。
　また、車両には、自車両前方に、前記コントロールユニット８で後述の減速制御が作動
するようなカーブが存在する場合に、これをドライバに警告するための警報装置２３が設
けられている。この警報装置２３は、音声やブザー音を発生するためのスピーカやモニタ
を含んで構成され、表示情報及び音声情報によって警告を発することにより、減速度が発
生することをドライバに通知するようになっている。
【００１５】
　また、この車両には、自車両の現在位置周辺の道路状況に関する情報を、情報提供する
ためのナビゲーション装置２０が搭載されている。このナビゲーション装置２０は、公知
のナビゲーション装置と同様に、地図データや道路形状データ等を記憶するための道路情
報記憶手段と、ＧＰＳアンテナからの情報に基づいて自車両の現在位置を検出する自車両
位置検出手段とを備えており、自車両位置検出手段で検出した自車両の現在位置と前記道
路情報記憶手段に格納された自車両の現在位置周辺の地図データ、道路形状データとを対
応付け、この対応付けに基づいて、自車両前方の予め設定した所定区間内の各ノードのノ
ード情報（Ｘｎ，Ｙｎ，Ｌｎ）を獲得するようになっている。前記ノード情報は、ノード
の位置情報（Ｘｎ，Ｙｎ）、及び、自車両からノードまでの距離Ｌｎで構成されている。
なお、“ｎ”は各ノードを識別するための識別子である。このナビゲーション装置２０か
らの各ノード情報は、前記コントロールユニット８に出力されるようになっている。
【００１６】
　なお、ここでは、ナビゲーション装置２０からのノード情報に基づいて自車両前方の道
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路情報を獲得するようにした場合について説明したが、これに限るものではなく、例えば
、カーブ手前に配置されたインフラ設備 (道路情報提供手段 )との間で路車間通信を行うこ
とによりインフラ設備からカーブ情報を獲得するようにしてもよい。要は、自車両前方の
道路情報を獲得することができれば、どのような手段であっても適用することができる。
【００１７】
　このようにインフラ設備からカーブ情報を獲得することによって、インフラ設備で記憶
している実際のカーブ形状やカーブ区間等に即した高精度なカーブ情報を獲得することが
できる。これに対し、ナビゲーション装置２０からのカーブ情報は、自車両の走行位置の
検出誤差或いはナビゲーション装置２０に搭載されている地図情報の精度によっては、得
られるカーブ情報は、精度の点ではインフラ設備から得られるカーブ情報よりも劣る場合
がある。しかしながら、前記インフラ設備からカーブ情報を獲得するようにした場合、獲
得できるカーブ情報がインフラ設備の配置状況に依存するが、ナビゲーション装置２０か
らカーブ情報を獲得することによって、何ら制約を受けることなくカーブ情報を獲得する
ことができ、また、より低コストでカーブ情報を獲得することができる。
【００１８】
　また、例えばナビゲーション装置２０に代えてカメラ等の撮像手段を設け、この撮像手
段による撮像画像を解析することによって、自車両前方のカーブ情報を検出することも可
能であるが、ナビゲーション装置２０や、インフラ設備等からカーブ情報を獲得するよう
にした場合の方が、撮像手段の撮像画像から自車両前方の道路状況を検出する場合に比較
して、より前方までその道路状況を検出することができ、減速制御をより早い段階で開始
することができる。
　そして、前記コントロールユニット８は、各種センサの検出信号に基づいて、旋回走行
時における自車両の走行速度が、安定走行可能な目標速度となるように減速度を発生させ
ると共に、減速度を発生する以前に警報装置２３を作動させ、前方に減速度を発生させる
必要のあるカーブが存在することを通知するようになっている。
【００１９】
　図２は、前記コントロールユニット８で行われる演算処理の処理手順を示すフローチャ
ートである。この演算処理は、所定サンプリング時間ΔＴ（例えば、１０〔ｍｓ〕）毎に
タイマ割込によって実行される。なお、このフローチャートでは通信のためのステップを
設けていないが、演算処理によって得られた情報は随時記憶装置に更新記憶されると共に
、必要な情報は随時記憶装置から読み出される。
【００２０】
　この演算処理では、まずステップＳ１で、前記各センサや各コントローラ、コントロー
ルユニットからの各種データを読込む。具体的には、前記各センサで検出された前後加速
度Ｘｇ、横加速度Ｙｇ、ヨーレートφ、各車輪速度Ｖｗ i、アクセル開度Ａｃｃ、マスタ
シリンダ圧Ｐｍ、操舵角θ、また駆動トルクコントロールユニット１２からの駆動トルク
Ｔｗを読込む。さらに、ナビゲーション装置２０から自車両前方のノード情報を読み込む
。
【００２１】
　次いで、ステップＳ２に移行し、各車輪速度Ｖｗｉ（ｉ＝ＦＬ～ＲＲ）のうち、非駆動
輪である前左右輪速度Ｖｗｆｌ、Ｖｗｆｒの平均値から自車両の走行速度Ｖを算出する。
　なお、ここでは、前左右輪速度Ｖｗｆｌ、Ｖｗｆｒに基づいて走行速度Ｖを算出するよ
うにした場合について説明したが、例えば、車両に公知のアンチスキッド制御を行うＡＢ
Ｓ制御手段が搭載されており、このＡＢＳ制御手段によりアンチスキッド制御が行われて
いる場合には、このアンチスキッド制御での処理過程で推定される推定車体速を用いるよ
うにすればよい。
【００２２】
　次いでステップＳ３に移行し、各ナビゲーション装置２０から入力したノード情報に基
づいて各ノード位置における旋回半径を算出する。この旋回半径の算出は、公知の手順で
行うようにすればよく、例えば連続する３つのノードの座標から旋回半径を算出する。な
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お、旋回半径は、左旋回を負値、右旋回を正値として算出する。
　なお、ここでは、連続する３つのノードの座標から旋回半径を算出するようにした場合
について説明したが、これに限るものではなく、例えば、隣接するノード間を結ぶ直線ど
うしがなす角度を用いて旋回半径を算出するようにしてもよく、要は、各ノードにおける
旋回半径を算出することができればどのような方法を用いても良い。
【００２３】
　また、ここでは、各ノードの位置座標に基づいて旋回半径を算出するようにした場合に
ついて説明したが、例えばナビゲーション装置２０において、各ノードのノード情報とし
て旋回半径に関する情報を記憶させておき、ノード情報としてこの旋回半径に関する情報
をも獲得するようにすることで、このノード情報として通知された旋回半径を用いるよう
にしてもよい。
【００２４】
　次いで、ステップＳ４に移行し、カーブ区間を設定する。具体的には、各ノードの旋回
半径のつながりに基づいてカーブ区間を特定する。このカーブ区間の特定は、自車両がカ
ーブ区間内に位置していない場合に行う。
　具体的には、自車両前方の各ノードの中で、旋回半径の絶対値が最初に判断設定値Ｒ in
以下となるノードをカーブ区間の開始点とする。例えば図３の場合には、ノードＮ３がカ
ーブ区間の開始点となる。
【００２５】
　なお、図３において、横軸はノードを表し、ノード番号が小さいほど自車両に近いノー
ドであることを表す。縦軸は各ノードにおける旋回半径Ｒを表す。図３の場合にはカーブ
区間が２つある場合を表している。また、図３では、自車両前方には分岐がない場合を想
定している。
　そして、カーブ区間の開始点以降のノードの中で、旋回半径が極小値又は極大値となる
最初のノードを、カーブ区間の最小旋回半径点とする。つまり、図３の場合にはノードＮ
６が最小旋回半径点となる。また、最小旋回半径点以降のノードの中で、旋回半径の絶対
値が最初に判断設定値Ｒ out以上となるノードの一つ前のノード、又は、旋回半径の符号
が反転するノードの一つ前のノードをカーブ区間の終了点とする。つまり、図３の場合に
は、旋回半径の符号が反転するノードＮ１０の一つ前のノードＮ９がカーブ区間の終了点
となる。
【００２６】
　そして、これ以後のノードについても同様に定義する。つまり、カーブが複数存在する
場合には、複数のカーブ区間が検出されることになる。図３の場合には、ノードＮ９より
も後のノードのうち、旋回半径の絶対値が次に判断設定値Ｒ in以下となるノードＮ１１が
次のカーブ区間の開始点となり、その後、旋回半径が最初に極大値となるノードＮ１２が
最小旋回半径点となり、旋回半径の絶対値が次に判断設定値Ｒ out以上となるノードＮ１
６の一つ前のノードＮ１５がカーブ区間の終了点となる。
　なお、前記判断設定値Ｒ outは、前記判断設定値Ｒ inよりも大きな値に設定される。ま
た、このカーブ区間の設定は、自車両から予め設定したプレビュー距離だけ前方のプレビ
ュー区間について行う。前記プレビュー距離は、コントロールユニット８の処理負荷や走
行速度等に応じて設定される。
【００２７】
　なお、ここでは、カーブ区間の開始点や終了点を定めるのに、旋回半径と判断設定値と
を比較することによって算出するようにした場合について説明したが、これに限るもので
はない。例えば地図データの特徴、つまり、カーブではノードが多く、直線ではノードが
少ないという特徴を生かし、例えば、カーブ開始点であれば、次式（１）で算出される旋
回半径の変化率Ｒ ratに応じて設定するようにしてもよい。
　　　Ｒ rat＝ΔＲ／Ｌ p  ……（１）
　なお、（１）式中のＬ pはノード間の距離（＝Ｌｎ－（Ｌｎ－１））、ΔＲはノード間
の旋回半径の差（＝｜Ｒｎ｜－｜Ｒｎ－１｜）である。
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【００２８】
　そして、自車両がカーブ区間に位置していない場合に、前記変化率Ｒ ratがそのしきい
値“－Ｒ rats”以下となったとき、そのノードをカーブ開始点と判断する。また、前述と
同様にして設定したカーブの最小旋回半径点以降のノードのうち、変化率Ｒ ratがそのし
きい値Ｒ rats以上となる最初のノードの一つ前のノードをカーブ終了点と判断する。
【００２９】
　例えば、図４に示すように、各ノード点の旋回半径が分布している場合、ノードＮ１１
におけるＲ rat（＝ΔＲ１／Ｌ p１）がそのしきい値“－Ｒ rats”以下であれば、このノー
ドＮ１１をカーブ開始点とする。ここで、旋回半径（Ｒ１１）の絶対値はその判断設定値
Ｒ inを下回っていないため、旋回半径と判断設定値Ｒ inとを比較することでカーブ開始点
を判断するようにした場合には、このノードＮ１１はカーブ開始点であるとは判断されな
いが、旋回半径の変化率からカーブ開始点を判断することによって、実際のカーブに即し
てより手前のノードをカーブ開始点として設定することができる。
【００３０】
　そして、カーブ開始点であるノードＮ１１以後、旋回半径が最初に極小値となるノード
Ｎ１４が最小旋回半径点となり、旋回半径の変化率Ｒ rat（＝ΔＲ２／Ｌ p２）がそのしき
い値Ｒ rats以上となるノードＮ１６の一つ手前のノードＮ１５がカーブ終了点となる。こ
こで、ノードＮ１６の旋回半径（Ｒ１６）の絶対値はその判断設定値Ｒ outを下回ってい
るため、旋回半径と判断設定値Ｒ outとを比較することでカーブ終了点を判断するように
した場合には、このノードＮ１５はカーブ終了点であるとは判断されないが、旋回半径の
変化率からカーブ終了点を設定することで、より手前のノードＮ１５をカーブ終了点とし
て設定することができ、実際のカーブに即してカーブ区間の終了点を設定することができ
る。なお、図４では、自車両前方に分岐路がない場合を想定している。
【００３１】
　なお、ここでは、カーブの最小旋回半径点として、カーブ開始点以降に最初に旋回半径
が極小値となるノードを設定するようにした場合について説明したが、これに限るもので
はなく、カーブ開始点及びカーブ終了点を設定した後、このカーブ開始点及びカーブ終了
点間で旋回半径が最小となる地点を最小旋回半径点として設定するようにしてもよい。
　また、自車両がカーブ区間内に存在する場合には、カーブの終了点以降のノードについ
てカーブ区間の設定を行うようにすればよい。また、プレビュー区間内に既に設定された
カーブ区間が存在する場合にはこのカーブの終了点以降のノードについてカーブ区間の設
定を行うようにしてもよい。
【００３２】
　このようにしてカーブ区間を設定したならば、ステップＳ５に移行し、路面摩擦係数Ｋ
μを推定する。この路面摩擦係数Ｋμの推定は公知の手順で行えばよく、例えば、各輪に
作用する制駆動力と各輪に発生するスリップ率との関係から算出するようにすればよい。
　なお、ここでは、路面摩擦係数を、制駆動力と各車輪に発生するスリップ率との関係か
ら推定するようにした場合について説明したが、これに限るものではなく、路面摩擦係数
を推定することができればどのような方法であってもよい。
【００３３】
　例えば、各種パラメータから算出するようにしてもよく、また、走行路側にインフラ設
備が配設されている場合には、カーブ手前でインフラ設備からカーブ情報として路面摩擦
係数に関する情報を入手するようにしてもよい。また、単純にドライバが目視によって路
面摩擦係数を推定し、これを選択スイッチによって入力するようにしてもよい。この選択
スイッチによって入力する場合には、例えば、高〔ｇ〕（又はドライ）＝０．８〔ｇ〕相
当、中〔ｇ〕（又は、ウェット）＝０．６〔ｇ〕相当、低〔ｇ〕（又は圧雪）＝０．４〔
ｇ〕相当等のように、大まかな設定とすることで、ドライバが路面摩擦係数を選択しやす
くするようにすればよい。
【００３４】
　次いで、ステップＳ６に移行し、自車両が現在の走行速度で走行した場合に各ノードを
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通過する際にこのノードで発生すると予測される横加速度を推定する。この推定横加速度
Ｙｇｅｎの算出は、現在の走行速度Ｖと各ノードの旋回半径Ｒｎとに基づいて次式（２）
から算出する。
　　　Ｙｇｅｎ＝Ｖ 2／｜Ｒｎ｜　　……（２）
【００３５】
　次いで、ステップＳ７に移行し、カーブ区間を通過する際にドライバにかかる負荷の総
計、つまり、カーブ区間の開始点から終了点までの間にドライバにかかる負荷の総計を推
定する。ここでは、ステップＳ６で推定した推定横加速度Ｙｇｅｎ、ノード間距離Ｌｄｎ
（ノードＮ－１からノードＮまでの間の距離）、走行速度Ｖに基づいて次式（３）からド
ライバの負荷総計ＴＷＬを推定する。
　　　ＴＷＬ＝Σ〔Ｙｇｅｎ×｛（Ｌｄｎ＋１）／Ｖ｝〕　　……（３）
【００３６】
　なお、式（３）中のΣは、カーブ開始点からカーブ終了点の一つ前のノードまでの総和
を算出することを表す。つまり、ノードＮからノードＮ＋１までは、ノードＮで作用する
横加速度が継続されるとして近似算出する。これによって、カーブ終了点一つ手前からカ
ーブ終了点までの負荷も含まれることになる。
　なお、ここでは、前記（３）式に基づいてドライバの負荷総計ＴＷＬを算出するように
した場合について説明したが、これに限るものではなく、ノード間の横加速度の変化も考
慮して積算するようにしてもよく、積算方法は限定されるものではない。
【００３７】
　次いで、ステップＳ８に移行し、通常状態、つまり、安定走行可能な速度でカーブに進
入しこれを維持して走行する際にドライバにかかる負荷である通常負荷の総計を算出し、
これを負荷総計基準値ＴＷＬｓとする。具体的には、次式（４）に基づいて算出する。
　　　ＴＷＬｓ＝Ｋμ×Ｙｇｓ×（ＬＤ／Ｖ）　　……（４）
　なお、式（４）中のＬＤは、カーブ開始点からカーブ終了点までの距離、Ｙｇｓは、通
常走行時に作用する横加速度の代表値であって、例えば、０．２５〔ｇ〕程度に設定され
る。
【００３８】
　なお、ここでは、前記負荷総計ＴＷＬ、負荷総計基準値ＴＷＬｓとして、カーブ開始点
からカーブ終了点までの負荷を積算するようにした場合について説明したが、これに限る
ものではなく、例えば、カーブ通過時に重要である、カーブ開始点から最小旋回半径点ま
での負荷を積算するようにしてもよい。
　このようにして負荷総計基準値ＴＷＬｓを算出したならばステップＳ９に移行し、カー
ブへの進入に対する警報の作動判断を行う。ここでは、前記負荷総計ＴＷＬと、負荷総計
基準値ＴＷＬｓの偏差に基づいて判断する。つまり負荷総計ＴＷＬから負荷総計基準値Ｔ
ＷＬｓを減算した偏差ΔＴＷＬが、警報作動判断しきい値ＴＷＬｗｒよりも大きいときに
警報作動と判断する。
　この警報作動判断しきい値ＴＷＬｗｒは、車両特性等に応じて設定される値であって固
定値であってもよく、また、ドライバが設定操作を行うことによって、警報作動判断しき
い値ＴＷＬｗｒを予め設定した範囲内で変更することができるようにしてもよい。
【００３９】
　図５は、負荷総計ＴＷＬと負荷総計基準値ＴＷＬｓとの関係を表したものである。
　カーブ区間に安定走行可能な車速で進入した場合には、各ノードにおける負荷ＴＷＬ（
Ｒｎ）は、通常走行時の負荷と同等となるため、図５に斜線で示す負荷総計基準値ＴＷＬ
ｓと同等となるが、オーバースピード傾向で進入した場合には、各ノードにおける負荷Ｔ
ＷＬ（Ｒｎ）は、走行速度Ｖが大きいときほど負荷ＴＷＬ（Ｒｎ）は大きくなり、また、
旋回半径Ｒｎが小さいときほど負荷ＴＷＬ（Ｒｎ）は大きくなって、旋回半径が比較的大
きいカーブ区間の開始点の負荷は比較的小さいが、最小旋回半径点前後の旋回半径が比較
的小さい区間では負荷は大きくなり、結果的に、各ノードにおける負荷ＴＷＬ（Ｒｎ）の
総和は、図５に斜線で示す負荷基準値ＴＷＬｓよりも大きくなる。
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【００４０】
　このようにして警報作動の判断を行ったならばステップＳ１０に移行し、制御開始許可
フラグの設定を行う。ここで、１つのカーブ区間に対し、減速制御は１度のみ行うものと
する。この同一カーブ区間での、前記警報作動を含めた減速制御の繰り返し作動を防止す
るために、制御開始許可フラグＦｏｋの設定を行う。
　この制御開始許可フラグＦｏｋは、ステップＳ９の処理で警報作動と判断されたときに
“ＯＦＦ”に設定される。この制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＦＦ”に設定されるとい
うことは、新たな減速制御の開始が許可されていないことを表す。そして、カーブ終了点
を通過したとき、この減速制御開始許可フラグＦｏｋは“ＯＮ”に設定される。つまり、
警報作動と判断された時点以後、カーブ終了点を通過するまでは減速制御開始許可フラグ
Ｆｏｋは“ＯＦＦ”に設定され、この間、新たな減速制御の開始が禁止される。
【００４１】
　次いで、ステップＳ１１に移行し目標減速度を算出する。具体的には、減速制御開始許
可制御フラグＦｏｋに応じて場合分けをして算出する。
　まず、前記減速制御開始許可制御フラグＦｏｋが“ＯＦＦ”のとき、つまり、減速制御
の開始が許可されておらず、すなわち減速制御作動中の場合には、前記ステップＳ７で算
出した負荷総計ＴＷＬと負荷総計基準値ＴＷＬｓとの偏差ΔＴＷＬに応じて次式（５）か
ら算出する。
　　　Ｘｇｓ＝ min｛Ｋｇ×（ΔＴＷＬ－ＴＷＬｃｎｔ），Ｘｇｓ０｝　　……（５）
【００４２】
　なお、（５）式中の、関数 min｛　｝は、｛　｝内の何れか大きい方を選択することを
表す。Ｋｇは制御ゲイン、ＴＷＬｃｎｔは減速制御を開始するかどうかを判断するための
しきい値であって、前記警報作動判断しきい値ＴＷＬｗｒよりも大きな値に設定される。
つまり警報の作動タイミングは減速制御の作動タイミングよりも速くなるように設定され
る。この減速制御開始しきい値ＴＷＬｃｎｔは、前記警報作動判断しきい値ＴＷＬｗｒと
同様に、車両特性等に応じて設定するようにしてもよく、また、ドライバが設定操作を行
って、減速制御開始しきい値ＴＷＬｃｎｔを所定範囲内で任意に設定できるようにしても
よい。また、前記（５）式中のＸｇｓ０は目標減速度Ｘｇｓの制限値である。この目標減
速度Ｘｇｓの制限値Ｘｇｓ０は、ナビゲーション装置２０の信頼性、すなわち精度に応じ
て設定される固定値であって、例えば、０．３〔ｇ〕に設定される。
【００４３】
　一方、前記減速制御開始許可制御フラグＦｏｋが“ＯＮ”であるとき、つまり、減速制
御の開始が許可されており、カーブ区間を通過し終えて、次のカーブ区間に対して警報作
動の判断が行われるまでの間は、目標減速度Ｘｇｓは零に設定される。
　また、目標減速度ＸｇｓがＸｇｓ＞０となったときには減速制御の開始と判断し、減速
制御作動フラグＦｇを“ＯＮ”に設定する。逆に目標減速度ＸｇｓがＸｇｓ≦０となった
ときには、減速制御を行う必要はないと判断し減速制御作動フラグＦｇを“ＯＦＦ”に設
定する。
【００４４】
　次いで、ステップＳ１２に移行し、各ホイールシリンダ６ＦＬ～６ＲＲへの目標制動流
体圧Ｐｓｉ（ｉ＝ｆｌ～ｒｒ）を算出する。
　具体的には、まず、前記ステップＳ１１で算出された目標減速度Ｘｇｓに基づき次式（
６）にしたがって、制御目標制動流体圧Ｐｃを算出する。
　　　Ｐｃ＝Ｋｂ１×Ｘｇｓ　　　……（６）
　なお、（６）式中のＫｂ１は、目標減速度Ｘｇｓを制動流体圧に換算するための換算係
数であって、ブレーキ諸元を含む車両諸元により定まる定数である。
【００４５】
　次に、ドライバによる制動操作に応じたマスタシリンダ圧Ｐｍも考慮して、制御目標制
動流体圧Ｐｃに基づき、前輪目標制動流体圧ＰｓＦ及び後輪目標制動流体圧ＰｓＲを次式
（７）から算出する。
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　　　ＰｓＦ＝ max（Ｐｍ、Ｐｃ）
　　　ＰｓＲ＝ｈ（ＰｓＦ）　　　　　　……（７）
　なお、（７）式中の、関数 max（　）は、（　）内の何れか大きい方を選択することを
表す。また、関数ｈは、最適な前後制動力配分となるように前輪の制動流体圧から後輪の
制動流体圧を算出するための関数である。
【００４６】
　そして、このようにして算出した前輪及び後輪の目標制動流体圧ＰｓＦ、ＰｓＲに基づ
いて、次式（８）から各ホイールシリンダ６ＦＬ～６ＲＲへの目標制動流体圧Ｐｓｉ（ｉ
＝ｆｌ～ｒｒ）を算出する。
　　　Ｐｓｆｌ＝Ｐｓｆｒ＝ＰｓＦ
　　　Ｐｓｒｌ＝Ｐｓｒｒ＝ＰｓＲ　　……（８）
【００４７】
　このようにして、各ホイールシリンダ６ＦＬ～６ＲＲへの目標制動流体圧Ｐｓｉ（ｉ＝
ｆｌ～ｒｒ）を算出したならば、ステップＳ１３に移行し、駆動輪の目標駆動トルクＴｒ
ｑを算出する。具体的には、減速制御作動中であるか、つまり、減速制御によって制動流
体圧を制御している状態であるか否かに応じて場合分けを行い、減速制御が作動していな
いときには、アクセル開度Ａｃｃに応じた駆動トルクを、目標駆動トルクＴｒｑとする（
Ｔｒｑ＝ｆ（Ａｃｃ））。
【００４８】
　一方、減速制御作動中である場合には、ドライバによってアクセルペダル操作が行われ
たとしてもエンジン出力を絞り、加速できないようにする。つまり、減速制御作動中は、
目標駆動トルクＴｒｑを次式（９）から算出する。
　　　Ｔｒｑ＝ｆ（Ａｃｃ）－ｇ（Ｐｃ）　　……（９）
　なお、（９）式中のｇ（Ｐｃ）は、減速制御による制動流体圧により発生すると予測さ
れる制動トルクを算出する関数である。前記（９）式からわかるように、減速制御作動中
は、減速制御により発生する制動トルク分を差し引いて、駆動トルクを発生させるように
なっている。
【００４９】
　次いで、ステップＳ１４に移行し、ステップＳ１２で算出した各車輪の目標制動流体圧
Ｐｓｉを発生するよう前記制動流体圧制御回路７に向けて制御信号を出力し、また、ステ
ップＳ１３で算出した目標駆動トルクＴｒｑを発生するよう駆動トルクコントロールユニ
ット１２に制御信号を出力する。
　また、前記偏差ΔＴＷＬが警報判断しきい値ＴＷＬｗｒを上回っているときには、この
間、警報装置２３を作動させ、ドライバに自車両前方に減速を行う必要のあるカーブが存
在することを通知したり、また、減速制御の作動を予め通知したりするための表示を行っ
たり或いは警報を発生させたりする等といった処理を行う。そして、偏差ΔＴＷＬが警報
判断しきい値ＴＷＬｗｒを下回ったとき、或いは、制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＮ”
となったときには、警報装置２３の作動を停止する。
　以上の処理によって、図２に示す演算処理が終了したならば、タイマ割込処理を終了し
て所定のメインプログラムに復帰する。
【００５０】
　次に、上記第１の実施の形態の動作を説明する。
　コントロールユニット８では、ナビゲーション装置２０から、自車両前方の所定区間内
のノード情報を逐次入力し、プレビュー区間について各ノードにおける旋回半径を算出し
、これに基づいてカーブ区間を特定する（ステップＳ４）。そして、現在の走行速度Ｖと
、各ノードの旋回半径とに基づいて自車両が現在の走行速度Ｖで各ノードを実際に通過し
たときの車両に発生すると予測される推定横加速度Ｙｇｅｎを算出し（ステップＳ６）、
これに基づいて、自車両が現在の走行状況でカーブに進入した場合に、カーブ区間を通過
する際にドライバにかかる負荷総計ＴＷＬを推定する（ステップＳ７）。また、カーブ区
間に安定走行可能な走行速度で進入した場合に通常ドライバにかかる負荷である、負荷総
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計基準値ＴＷＬｓを算出し（ステップＳ８）、負荷総計ＴＷＬと負荷総計基準値ＴＷＬｓ
との偏差ΔＴＷＬを算出する。
【００５１】
　ここで、自車両がカーブ区間に安定走行可能な速度で進入することの可能な走行速度で
走行している場合には、負荷総計ＴＷＬと負荷総計基準値ＴＷＬｓとは同等となり、偏差
ΔＴＷＬは比較的小さな値となり、この偏差ΔＴＷＬが警報作動判断しきい値ＴＷＬｗｒ
を上回らないから、自車両がカーブ区間形状に適した走行速度で走行している場合には警
報が発生されることはなくまた、制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＦＦ”を維持するから
、目標減速度はＸｇｓ＝０を維持し、減速制御によって制動流体圧の制御が行われて減速
度が発生されることはない。
【００５２】
　一方、自車両が、カーブ区間を安定走行可能と予測される速度よりも高速で走行してい
る場合には、走行速度Ｖが大きい傾向にあることから推定横加速度Ｙｇｅｎが大きくなり
、すなわち、カーブ区間を通過する際の各ノードでの推定横速度Ｙｇｅｎが大きくなるこ
とから負荷総計ＴＷＬが大きくなる。このため、偏差ΔＴＷＬが大きくなり、この偏差Δ
ＴＷＬが警報作動判断しきい値ＴＷＬｗｒを上回った時点で警報が作動され、制御開始許
可フラグＦｏｋが“ＯＮ”に設定される。したがって、この時点における偏差ΔＴＷＬと
、減速制御判断しきい値ＴＷＬｃｏｎとの差に基づいて目標減速度Ｘｇｓが算出されるこ
とになる。
【００５３】
　このとき、自車両前方のカーブ形状に対し、多少オーバースピードではあるが、偏差Δ
ＴＷＬが減速制御判断しきい値ＴＷＬｃｏｎを超えていないときには、目標減速度Ｘｇｓ
は正値となる。このため、警報は作動されるが減速制御は行われない。そして、自車両の
走行速度が自車両前方のカーブ形状に対してかなりオーバースピードであって、偏差ΔＴ
ＷＬが減速制御判断しきい値ＴＷＬｃｏｎを超えると、目標減速度Ｘｇｓが負値となる。
このため、減速度を発生させる必要があると判断されて、偏差ΔＴＷＬに応じた目標減速
度Ｘｇｓが発生されることになる。このとき、偏差ΔＴＷＬに応じて算出された目標減速
度Ｘｇｓがその制限値Ｘｇｓ０よりも大きいときにはこの制限値Ｘｇｓ０に相当する減速
度が発生されることになる。
【００５４】
　したがって、自車両が前方カーブに対してオーバースピードで進入しようとしていると
きには、前以って警報が発生されると共に減速制御が行われるため、自車両に減速度が発
生されて、オーバースピードでのカーブへの進入が抑制されることになる。このため、自
車両がカーブに進入したときには、ドライバはそれほどの負荷を伴うことなくカーブを走
行することができることになる。
【００５５】
　そして、目標減速度Ｘｇｓを発生させることによって自車両の走行速度Ｖが減少し、こ
れに伴って、予測される負荷総計ＴＷＬが減少し、偏差ΔＴＷＬが減速制御判断しきい値
ＴＷＬｃｏｎを下回ると減速度の発生が停止されるが、再度偏差ΔＴＷＬが減速制御判断
しきい値ＴＷＬｃｏｎ以上となると減速度が発生される。そして、減速度の発生に伴って
十分走行速度Ｖが減少し、これに伴って、偏差ΔＴＷＬが減少し、警報判断しきい値ＴＷ
Ｌを下回ると、警報の発生が停止される。
【００５６】
　今、例えば、自車両が図６（ａ）～（ｃ）に示すようなカーブに進入するものとする。
なお、図６において、（ａ）に示すカーブＡの最小旋回半径をＲａ、カーブ区間長ＬＤａ
とすると、（ｂ）に示すカーブＢの最小旋回半径Ｒｂは最小旋回半径Ｒａと同等であって
、最小旋回半径点は、カーブＡとカーブＢとでは同等位置に位置する。また、カーブ区間
長ＬＤｂは、カーブ区間長ＬＤａよりも長い。また、図６（ｃ）に示すカーブＣの最小旋
回半径Ｒｃは、最小旋回半径Ｒａ、Ｒｂよりも大きく、また、カーブ区間長ＬＤｃは、カ
ーブ区間長ＬＤｂよりも長い。
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【００５７】
　ここで、例えば従来のように、旋回半径が最も小さくなる最小旋回半径点を基準とし、
この基準位置に対して目標となる車速を設定し、この目標車速及び現在の走行速度の偏差
と、基準位置及び現在の自車両位置間の距離に応じて警報の判断や減速制御時の目標減速
度の算出を行った場合、カーブＡとカーブＢとは、その最小旋回半径点が同等位置に位置
するため、それぞれのカーブ区間の開始点から同等距離だけ手前の地点で警報が発生され
ると共に減速制御が開始され、また、同等の減速制御量での制御が行われることになる。
【００５８】
　図６に示すように、カーブＢはカーブＡよりもカーブ区間が長いことから、ドライバが
容易に安定走行することができる速度まで低減した状態でカーブＡに進入することができ
た場合であっても、カーブＢを通過する場合には、同じように、同等速度まで減速を行っ
たとしても、カーブＢの方がカーブ区間が長いため、カーブ通過中に、ドライバが行うべ
き操舵操作量が多くなり、また場合によっては制動操作を行う必要があって、カーブ通過
中の自車両の走行速度によっては、ドライバが減速制御による減速制御量が小さいと感じ
たり、或いは警報の発生タイミングが遅いと感じたりする場合がある。
【００５９】
　また、カーブＣを走行する場合には、最小旋回半径点がカーブ区間の開始点に対し、よ
り向こう側の地点に設定されるため、カーブ開始点を基準とした場合、カーブＡやカーブ
Ｂを通過する場合に比較して、より最小旋回半径点に近い地点に自車両が達した時点で警
報の発生や減速制御が開始されることになる。また、減速制御量も最小旋回半径点を基準
として算出されるため、実際にカーブＣを走行した場合には、カーブＣを通過する際の自
車両の走行速度によってはドライバの操舵操作量が多くなり、また場合によっては制動操
作が必要となって、ドライバが警報の発生や減速制御の開始のタイミングが遅いと感じた
り、また、カーブ進入前の減速制御量が少ないと感じたりする場合ある。
【００６０】
　これに対し、上記第１の実施の形態では、カーブ区間を通過するにあたり、ドライバに
かかる負荷の総和である負荷総計ＴＷＬを予測し、この負荷総計ＴＷＬの大きさに応じて
警報の発生や減速制御を開始するようにしている。このため、カーブ区間の長さや、カー
ブ区間における最小旋回半径点の位置が考慮された上で、ドライバにかかる負荷総計ＴＷ
Ｌが予測されることになって、この負荷総計ＴＷＬに応じて警報や減速制御の開始タイミ
ングや、減速制御量を設定しているから、カーブ区間を通過し終えるまでのドライバの負
荷を考慮して警報や減速制御の開始タイミングや、減速制御量を設定することができる。
【００６１】
　したがって、この負荷総計ＴＷＬに応じて警報や減速制御の開始タイミングや減速制御
量を設定することによって、ドライバにかかる負荷を軽減することができ、ドライバにか
かる負荷の点からみて、的確なタイミングで警報の発生や減速制御を開始することができ
ると共に、的確な減速制御量での制御を行うことができる。また、カーブ区間を通過し終
えるまでのドライバの負荷を考慮して警報の発生や減速制御を行うようにしているから、
カーブ区間内で旋回半径が急変するような場合、或いはカーブ区間の距離が長い場合等で
あっても、ドライバにかかる負荷を確実に抑制することができる。
【００６２】
　また、このとき、ドライバにかかる負荷総計ＴＷＬを、カーブを通過する際に車両に発
生すると推定される横加速度に基づいて推定するようにしており、カーブ走行時に、車両
つまりドライバに作用する力の変化から推定することによって、ドライバが感じる負荷を
より適切に推定することができると共に、このとき、カーブ走行時にドライバが実際に感
じる負荷である横加速度に基づいて推定するようにしているから、警報の発生や減速制御
の開始タイミングをより適切に設定することができると共に減速制御量をより適切に設定
することができる。
【００６３】
　また、上記第１の実施の形態においては、ドライバの負荷総計に応じて警報の発生や制
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御の開始タイミングを設定し、またその制御量を設定するようにしているから、単に最小
旋回半径点という一つの情報にのみ依存して警報の発生や減速制御を行う場合に比較して
より外乱に強くなるという効果を得ることができる。つまり、ナビゲーション装置２０の
地図情報に誤差がある場合等には、最小旋回半径点という一つの情報のみに基づいて制御
を行った場合、この最小旋回半径点の情報に誤差が含まれる場合には、この誤差が制御に
与える影響は大きくなる。しかしながら、上記実施の形態のように、カーブ全体の情報、
つまり、カーブ区間の各ノードに関する複数の情報を用いて制御を行うことによって、何
れかのノードのノード情報に誤差が含まれていたとしても、このノードの情報が制御に及
ぼす影響は小さい。したがって、複数のノードの情報に基づいて制御を行うことによって
、外乱の影響を除去することができる。
【００６４】
　また、このとき、負荷総計ＴＷＬが、減速制御開始しきい値ＴＷＬｃｎｔと負荷総計基
準値ＴＷＬｓで決定される設定値よりも大きいときに減速度を発生させるようにし、すな
わち、負荷総計ＴＷＬが、安定走行可能な負荷総計基準値ＴＷＬｓに相当する設定値より
も小さくなるように、目標減速度を算出するようにしているから、カーブ区間の長さやカ
ーブ形状に関わらず、カーブ走行時にドライバにかかる負荷を適切に抑制することができ
、ドライバに制御のばらつき等を感じさせることを防止することができる、ドライバに負
荷がかかることなく、自車両の走行速度を、安定走行可能な速度まで過不足なく減速させ
ることができる。
【００６５】
　特に、負荷総計ＴＷＬと負荷総計基準値ＴＷＬｓとの偏差ΔＴＷＬと、減速制御開始し
きい値ＴＷＬｃｎｔとの差をもとに目標減速度Ｘｇｓを算出し、偏差ΔＴＷＬと減速制御
開始しきい値ＴＷＬｃｎｔとが同等となるように減速度を発生させるようにしているから
、カーブ区間の長さ等の影響を受けることを回避し、ドライバに負荷をかけることなく安
定走行することの可能と予測される走行速度よりも高速で走行していると予測されるとき
にのみ、減速制御による減速度を発生させることができる。
【００６６】
　つまり、カーブ区間長が長い場合には、その分ドライバにかかる負荷が増えるため、負
荷総計ＴＷＬも増加する傾向となる。このため、負荷総計ＴＷＬがあるしきい値よりも小
さくなるように減速制御を行うようにすると、場合によっては、カーブ区間長が長いこと
に起因して負荷総計ＴＷＬが増加しており、実際にはそれほど減速度を発生させる必要が
ないにも関わらず、必要以上に減速度を発生させてしまう可能性がある。しかしながら、
上述のように、負荷総計ＴＷＬが、カーブ区間長に応じて算出した負荷総計基準値ＴＷＬ
ｓとなるように減速度を発生させるようにしているから、必要以上に減速度を発生させる
ことを回避することができると共に、カーブ長等に関わらず、通常走行以上の状態で走行
しているときにのみ、減速制御を行うことができる。
【００６７】
　また、このとき、偏差ΔＴＷＬに応じて算出される目標減速度Ｘｇｓの取り得る値を制
限値Ｘｇｓ０に制限するようにしているから、減速制御に開始に伴って急な減速度が発生
することを回避することができる。
　なお、上記第１の実施の形態においては、前記負荷総計ＴＷＬを、横加速度から推定す
るようにした場合について説明したが、これに限るものではなく、例えば、カーブ走行時
に車両に発生するヨーレートを推定し、このヨーレートに基づいて負荷総計ＴＷＬを算出
するようにしてもよい。なお、前記ヨーレートは、例えば、現在の走行速度Ｖと各ノード
の旋回半径Ｒｎ（推定ヨーレートφｅ；φｅ＝Ｖ／｜Ｒｎ｜）に基づいて推定するように
すればよい。
【００６８】
　次に、本発明の第２の実施の形態を説明する。
　この第２の実施の形態は、上記第 1の実施の形態において、コントロールユニット８で
実行される演算処理の処理手順が異なること以外は、上記第 1の実施の形態と同様である
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ので、同一部には同一符号を付与しその詳細な説明は省略する。
　図７は、第２の実施の形態におけるコントロールユニット８での処理手順の一例を示す
フローチャートである。図７において、ステップＳ１からステップＳ４の処理は、上記第
１の実施の形態と同様であって、ステップＳ４の処理でカーブ区間を設定したならばステ
ップＳ４ａに移行する。
【００６９】
　このステップＳ４ａでは、カーブが連続しているかどうかの判断を行う。この判断は、
ステップＳ４で設定したカーブ区間中の、旋回半径が最小となる最小旋回半径点の位置に
基づいて行う。具体的には、自車両前方のプレビュー区間においてカーブ区間が複数検出
されたときには、自車両に最も近い位置に位置する第１の最小旋回半径点と、その次に位
置する第２の最小旋回半径点との間の距離ＬＭを算出し、この最小旋回半径点間の距離Ｌ
Ｍがしきい値ＬＭｓ以下であるとき、この第１の最小旋回半径点を有するカーブ区間及び
第２の最小旋回半径点を有するカーブ区間は、連続したカーブ区間であると判断する。な
お、前記しきい値ＬＭｓは、判断しきい値であって固定値とする。
【００７０】
　例えば、前記図３に示すように旋回半径が分布している場合には、自車両に最も近い位
置に位置する最小旋回半径点であるノードＮ６が、第１の最小旋回半径点となり、次に位
置する最小旋回半径点であるノードＮ１２が第２の最小旋回半径点となる。そして、この
ノードＮ６とノードＮ１２との間の距離ＬＭがしきい値ＬＭｓ以下であるとき、ノードＮ
３からノードＮ９からなるカーブ区間と、ノードＮ１１からノードＮ１５からなるカーブ
区間とは、連続したカーブ区間であると判断される。
　そして、前記最小旋回半径点間の距離ＬＭが、しきい値ＬＭｓ以下であって連続カーブ
であると判断されるときには連続カーブフラグＦｒを“ＯＮ”に設定し、連続カーブであ
ると判断されないときには連続カーブフラグＦｒを“ＯＦＦ”に設定する。
【００７１】
　なお、ここでは、最小旋回半径点間の距離ＬＭに基づいて連続するカーブであるかどう
かを判断するようにした場合について説明したが、さらに、最小旋回半径点間の距離ＬＭ
だけでなく自車両の走行速度Ｖをも考慮し、次式（１０）を満足するとき連続するカーブ
であると判断するようにしてもよい。
　　　ＬＭ／Ｖ≦Ｔｍｓ　　……（１０）
　なお、式（１０）中のＴｍｓは、判断しきい値であって固定値とする。つまり、この（
１０）式では、最小旋回半径点から最小旋回半径点までの到達時間がしきい値Ｔｍｓより
も短いときに連続するカーブであると判断するようになっている。
　このようにして連続するカーブであるかどうかを判断したならばステップＳ５に移行し
、上記第１の実施の形態と同様にして路面摩擦係数μを推定する。
【００７２】
　次いでステップＳ２１に移行し、現在の走行速度Ｖでカーブ区間内の各ノードを通過す
る際に、ドライバが操舵する必要があると予測される操舵量に応じたステアリングトルク
の入力量Ｔｓｔｒを推定する。具体的には、現在の走行速度Ｖと、各ノードの旋回半径Ｒ
ｎとに基づいて次式（１１）から算出する。
　　　Ｔｓｔｒ＝Ｋｓｔｒ×（Ｖ 2／｜Ｒｎ｜）　　……（１１）
　なお、式（１１）中のＫｓｔｒは車両諸元から決定される定数である。なお、ここでは
、簡単のために定数としているが、タイヤやサスペンション特性を考慮して推定横加速度
に応じて変更するようにしてもよい。なお、この推定横加速度は、上記第１の実施の形態
と同様にして算出すればよい。
【００７３】
　次いで、ステップＳ２２に移行し、カーブ区間を通過するにあたりドライバにかかる負
荷の総計ＴＷＬｓｔｒを推定する。ここでは、前記ステップＳ２１で推定した推定ステア
リングトルク入力量Ｔｓｔｒ、ノード間距離Ｌｄｎ（ノードＮ－１からＮまでの間の距離
）、走行速度Ｖに基づいて、連続カーブフラグＦｒに応じて場合分けをして設定する。
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　まず、連続カーブフラグＦｒが“ＯＦＦ”である場合、つまり、連続するカーブではな
いときには、次式（１２）にしたがって、第１のカーブ区間のカーブ開始点から終了点ま
でに入力されると推定される推定アテアリングトルク入力量の積分値を算出し、これをド
ライバの負荷総計ＴＷＬｓｔｒを推定する。
　　　ＴＷＬｓｔｒ＝Σ｛Ｔｓｔｒ×（Ｌｄｎ＋１／Ｖ）｝　　……（１２）
【００７４】
　なお、（１２）式中のΣは第１のカーブ区間のカーブ開始点からカーブ終了点の一つ手
前のノードまでの総和を表す。つまりノードＮからＮ＋１までは、ノードＮでドライバが
入力する必要があると推定されるステアリングトルク入力が継続されるとして近似算出す
る。これによって、カーブ終了点一つ手前からカーブ終了点までの負荷も含まれることに
なる。なお、ここでは、前記（１２）式からドライバ負荷総計ＴＷＬｓｔｒを算出するよ
うにした場合について説明したが、これに限るものではなく、ノード間のステアリングト
ルク入力量の変化をも考慮して積算するようにしてもよい。
【００７５】
　一方、連続カーブフラグＦｒが“ＯＮ”である場合、つまり、カーブ区間が連続する場
合には、まず、カーブ区間が連続していない場合と同様にして、第１のカーブ区間及び第
２のカーブ区間のそれぞれについてそのドライバの負荷総計ＴＷＬｓｔｒ１、ＴＷＬｓｔ
ｒ２を算出する。
　そして、このようにして算出した第１のカーブ区間の負荷総計ＴＷＬｓｔｒ１と、第２
のカーブ区間の負荷総計ＴＷＬｓｔｒ２との和を連続するカーブ区間におけるドライバの
負荷総計ＴＷＬｓｕｍとする。なお、第１のカーブ区間と第２のカーブ区間との間に、ド
ライバにかかる負荷は無視するものとする。
【００７６】
　なお、ここでは、第１のカーブ区間及び第２のカーブ区間におけるそれぞれのドライバ
の負荷総計ＴＷＬｓｔｒ１及びＴＷＬｓｔｒ２の総和を連続するカーブ区間におけるドラ
イバの負荷総計ＴＷＬｓｕｍとする場合について説明したが、これに限るものではない。
　例えば、より手前側に位置する第１のカーブ区間の方がより重要と考え、第１のカーブ
区間におけるドライバの負荷総計ＴＷＬｓｔｒ１の重みをより大きくし、次式（１３）か
ら算出するようにしてもよい。
　　　ＴＷＬｓｕｍ＝Ｋｃ×ＴＷＬｓｔｒ１＋（１－Ｋｃ）×ＴＷＬｓｔｒ２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（１３）
　なお、式（１３）中のＫｃは、手前のカーブ区間の重み係数であって、０＜Ｋｃ＜１を
満足する値である。
【００７７】
　次いで、ステップＳ２３に移行し、負荷総計基準値ＴＷＬｓｔｒｓの設定を行う。ここ
では、通常状態で自車両前方のカーブ区間を通過した場合にドライバにかかると予測され
る負荷の総和を算出し、これを負荷総計基準値ＴＷＬｓｔｒｓとする。具体的には、次式
（１４）から算出する。
　　　ＴＷＬｓｔｒｓ＝Ｋμ×Ｔｓｔｒｎｏｌ×（ＬＤ／Ｖ）　　……（１４）
　なお、式（１４）中のＬＤは、カーブ開始点からカーブ終了点までの距離を表す。この
ＬＤは、連続カーブフラグＦｒが“ＯＮ”である場合には、２つのカーブ区間の長さ、つ
まり、第１のカーブ区間のカーブ開始点からカーブ終了点までの距離と、第２のカーブ区
間のカーブ開始点からカーブ終了点までの距離との和となる。また、（１４）式中のＴｓ
ｔｒｎｏｌは、通常カーブ走行時にドライバが入力する必要があると予測されるステアリ
ングトルク入力の代表値であって、例えば、２０〔Ｎ〕程度に設定される。
【００７８】
　次いで、ステップＳ２４に移行し、負荷総計ＴＷＬｓｕｍを上記第１の実施の形態にお
ける負荷総計ＴＷＬ、しきい値ＴＷＬｓｔｒｓを上記第１の実施の形態における負荷総計
しきい位置ＴＷＬｓに置き換え、以後、上記第１の実施の形態におけるステップＳ９から
ステップＳ１４の処理と同様に処理を行う。
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　なお、ステップＳ２９の処理では、ステップＳ２７で算出した各車輪の目標制動流体圧
Ｐｓｉを発生するよう前記制動流体圧制御回路７に向けて制御信号を出力し、また、ステ
ップＳ２８で算出した目標駆動トルクＴｒｑを発生するよう駆動トルクコントロールユニ
ット１２に制御信号を出力する。
【００７９】
　また、前記偏差ΔＴＷＬが警報判断しきい値ＴＷＬｗｒを上回っているときには、この
間、警報装置２３を作動させ、ドライバに自車両前方に減速を行う必要のあるカーブが存
在することを通知したり、また、減速制御の作動を予め通知したりするための表示を行っ
たり或いは警報を発生させたりする等といった処理を行う。また、このとき、連続カーブ
判断フラグＦｒに応じて警報内容を変更する。例えば、連続カーブ判断フラグＦｒが“Ｏ
ＦＦ”であるときには「この先カーブです。」との音声発話を行い、また、連続カーブ判
断フラグＦｒが“ＯＮ”であるときには「この先カーブが続きます。」との音声発話を行
う。なお、音声発話のみに限るものではなく、同様にして警報表示内容を変更するように
してもよく、要は、カーブが連続することを通知することができるようにすればよい。
【００８０】
　次に、上記第２の実施の形態の動作を説明する。
　今、例えば、図８（ａ）に示すように、一つのカーブ区間からなるカーブＤを走行する
場合には、上記第１の実施の形態と同様にして、各ノードの旋回半径に応じてカーブ区間
が検出されるが、この場合、プレビュー区間内に旋回半径が最小となる最小旋回半径点が
一つしかないから、連続カーブ判断フラグＦｒは“ＯＦＦ”に設定される。このため、検
出された一つのカーブ区間における負荷総計ＴＷＬｓｔｒ１が負荷総計ＴＷＬｓｕｍとな
り、また、この第１のカーブ区間の長さに応じて負荷総計しきい値ＴＷＬｓｔｒｓが設定
される。
【００８１】
　そして、この負荷総計しきい値ＴＷＬｓｔｒｓと負荷総計ＴＷＬｓｕｍとの偏差ΔＴＷ
Ｌに基づいて警報作動判断が行われ、さらに、この偏差ΔＴＷＬに基づいて減速制御の開
始判断が行われ、必要に応じて減速度が発生されることになる。
　ここで、前記負荷総計ＴＷＬｓｔｒを、ステアリングトルクとして入力すべき推定ステ
アリングトルク入力量Ｔｓｔｒに基づいて算出するようにしているから、実際にドライバ
にかかる負荷に応じて、警報や減速制御の開始タイミングや、減速制御における制御量を
設定することができ、この場合も上記第１の実施の形態と同様に、ドライバの負荷に応じ
たタイミングで且つドライバの負荷に適した制御量相当の減速制御を行うことができ、ド
ライバが、警報の発生や減速制御の開始のタイミングがずれていると違和感を覚えたり減
速制御量の過不足感を覚えたりすることを回避することができる。
【００８２】
　一方、図８（ｂ）に示すように連続したカーブを通過する場合には、図８（ｂ）に示す
ように、第１のカーブ区間及び第２のカーブ区間の２つのカーブが検出されることになり
、また、二つの最小旋回半径点が検出される。
　そして、この二つの最小旋回半径点間の距離ＬＭがそのしきい値ＬＭｓ以下である場合
には、二つのカーブ区間は連続していると判断され、連続カーブ判断フラグＦｒが“ＯＮ
”に設定される。
【００８３】
　したがって、第１のカーブ区間における負荷総計ＴＷＬｓｔｒ１と第２のカーブ区間に
おける負荷総計ＴＷＬｓｔｒ２との和が負荷総計ＴＷＬｓｕｍに設定され、また、第１の
カーブ区間のカーブ開始点から第２のカーブ区間のカーブ終了点までの距離を通過する際
の通常の負荷総計値が、負荷総計しきい値ＴＷＬｓｔｒｓとして設定される。
　そして、第１のカーブ区間及び第２のカーブ区間を通過する際の負荷総計ＴＷＬｓｕｍ
に基づいて警報作動判断や減速制御の開始タイミング及びその制御量が設定されることに
なる。
【００８４】
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　ここで、図８（ｂ）に示すようにカーブが連続する場合、従来のように最小旋回半径点
を基準として減速制御を行うようにした場合には、第１のカーブ区間を通過する際にはド
ライバに負荷を与えることなく通過することができたとしても、続いて第２のカーブ区間
を通過する際には、第２のカーブ区間を通過する際の自車両の走行速度によっては、制動
操作が必要であったりまた操舵操作量が大きくなってドライバにかかる負荷が大きくなる
場合がある。
【００８５】
　しかしながら、上記第２の実施の形態においては、カーブ区間が連続する場合には、こ
れら連続するカーブを全て通過し終えるまでにドライバにかかる負荷の総計を算出し、こ
れを考慮して警報作動タイミングや減速制御の開始タイミングまたその制御量を設定する
ようにしたから、カーブ区間が連続するような場合であっても的確なタイミングで警報の
発生や減速制御の開始を行うことができ、ドライバに、警報タイミングや減速開始タイミ
ングのずれ間や、制御量の過不足感を与えることを回避することができる。
【００８６】
　特に、この第２の実施の形態においては、ステアリングトルク入力量を推定するように
しており、ドライバが実際に操作を行う必要のあるステアリングトルク入力量に基づいて
負荷を推定することによって、より的確にドライバの負荷を推定することができる
　なお、この第２の実施の形態においては、ステアリングトルク入力量を推定するように
した場合について説明したが、これに限るものではなく、例えば、ドライバが実際に操作
を行う必要があると予測されるステアリング操作量を推定し、これに基づいてドライバに
かかる負荷総計を算出するようにしてもよい。また、上記第１の実施の形態と同様に、車
両に作用するヨーレートや横加速度等を推定しこれに基づいて負荷総計を算出するように
してもよい。
【００８７】
　次に、本発明の第３の実施の形態を説明する。
　この第３の実施の形態は、上記第１の実施の形態において、コントロールユニット８で
実行される演算処理が異なること以外は、同様であるので同一部には同一符号を付与しそ
の詳細な説明は省略する。
　図９は、第３の実施の形態における演算処理の処理手順の一例を示すフローチャートで
ある。
　この第３の実施の形態においては、ステップＳ１からステップＳ５の処理は上記第１の
実施の形態と同様であって、ステップＳ５の処理で路面摩擦係数を算出したならばステッ
プＳ３１に移行し、目標ノードを設定する。具体的には、前記ステップＳ３で検出した旋
回半径が最小となる最小旋回半径点に相当するノードを目標ノードとする。
【００８８】
　次いで、ステップＳ３２に移行し、許容横加速度Ｙｇ limを設定する。具体的には、ス
テップＳ５の処理で算出された路面摩擦係数Ｋμから次式（１５）にしたがって算出する
。
　　　Ｙｇ lim＝Ｋｓ×Ｋμ　　……（１５）
　なお、式（１５）中のＫｓは、許容横加速度算出係数であって、例えば０．８〔ｇ〕程
度の固定値に設定される。前記許容横加速度算出係数Ｋｓは、ここでは、固定値としてい
るが、例えば、図１０に示すように走行速度Ｖに応じて許容横加速度算出係数Ｋｓを変化
させてもよい。
【００８９】
　なお、図１０において、横軸は走行速度Ｖ、縦軸は許容横加速度算出係数Ｋｓである。
許容横加速度算出係数Ｋｓは、走行速度Ｖが比較的小さい第１のしきい値ｖ１以下の領域
にあるときには、比較的大きなＫｓ１に設定され、走行測度Ｖが第１のしきい値ｖ１より
も増加するとこれに比例して許容横加速度算出係数Ｋｓは減少し、走行速度Ｖが前記第１
のしきい値ｖ１よりも大きな第２のしきい値ｖ２以上の領域にあるときには、許容横加速
度算出係数Ｋｓは前記Ｋｓ１よりも小さいＫｓ２に設定される。
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【００９０】
　このようにして、許容横加速度Ｙｇ limを設定したならばステップＳ３３に移行し、目
標減速度Ｘｇｓを算出する。ここでは、前記ステップＳ２で算出した走行速度Ｖと、目標
ノードの旋回半径Ｒｎと、自車両の現在位置から前記目標ノードまでの距離Ｌｎと、ステ
ップＳ３２で算出した許容横加速度Ｙｇ limとに基づいて、次式（１６）から算出する。
なお、（１６）式中のＶｒは、目標ノード位置における目標車速である。また、目標減速
度Ｘｇｓは、減速側を正値とする。
　　　Ｘｇｓ＝（Ｖ 2－Ｖｒ 2）／（２×Ｌｎ）
　　　　　　＝（Ｖ 2－Ｙｇ lim×｜Ｒｎ｜／（２×Ｌｎ）　　……（１６）
【００９１】
　次いで、ステップＳ３５に移行し、上記第１の実施の形態におけるステップＳ７の処理
と同様にしてドライバにかかる負荷総計を算出し、さらにステップＳ３６に移行して、前
記ステップＳ８の処理と同様にして負荷総計の基準値を設定する。次いでステップＳ３７
に移行し、上記第１の実施の形態におけるステップＳ１０の処理と同様にして制御開始許
可フラグＦｏｋを設定する。
【００９２】
　次いで、ステップＳ３８に移行し、ステップＳ３５で算出した負荷総計ＴＷＬと、ステ
ップＳ３６で設定した負荷総計基準値ＴＷＬｓとの偏差ΔＴＷＬに応じて目標減速度Ｘｇ
ｓを補正する。具体的には、まず、次式（１７）から、目標減速度Ｘｇｓの補正量ΔＸｇ
ｓを算出する。
　　　ΔＸｇｓ＝ｍｉｎ｛Ｋｇ×（ΔＴＷＬ－ＴＷＬｃｎｔ）、ΔＸｇｓ０｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（１７）
　なお、（１７）式においてｍｉｎ｛　｝は、｛　｝内のより小さい方を選択することを
表す。また、ΔＸｇｓ０は、目標減速度の補正量ΔＸｇｓの制限値であって固定値とする
。
【００９３】
　そして、このようにして補正量ΔＸｇｓを算出したならば、制御開始許可フラグＦｏｋ
に応じて場合分けをして目標減速度補正値Ｘｇｓｈを算出する。
　すなわち、制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＦＦ”であるときには、目標減速度補正値
Ｘｇｓｈを次式（１８）で算出する。
　　　Ｘｇｓｈ＝ｍｉｎ（Ｘｇｓ＋ΔＸｇｓ、Ｘｇｓ０）　　……（１８）
　なお、（１８）式において、Ｘｇｓ０は、目標減速度の制限値であって、ナビゲーショ
ン装置の信頼性に応じて設定される固定値であって、例えば０．３〔ｇ〕程度に設定され
る。
【００９４】
　一方、制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＮ”であるときには、制御が禁止されているか
ら、目標減速度補正値Ｘｇｓｈを零とする。
　なお、ここでは、前記目標減速度Ｘｇｓを、これに補正量ΔＸｇｓを加算することによ
って補正するようにした場合について説明したが、これに限るものではない。例えば、偏
差ΔＴＷＬから制御開始判断しきい値ＴＷＬｃｎｔを減算した値に応じて補正ゲインを求
め、これを目標減速度Ｘｇｓに乗算することによって、目標減速度Ｘｇｓを補正するよう
にしてもよい。
【００９５】
　このようにして目標減速度Ｘｇｓｈを算出したならばステップＳ３９に移行し、警報作
動開始判断を行う。具体的には、ステップＳ３８で算出した目標減速度補正値Ｘｇｓｈに
応じて判断し、減速制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＮ”であり且つ警報作動フラグＦｗ
が“ＯＦＦ”であるときには、次式（１９）を満足するとき警報作動と判断する。
　　　Ｘｇｓｈ≧Ｘｇｗ　　……（１９）
　また、減速制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＮ”であり且つ警報作動フラグＦｗが“Ｏ
Ｎ”であるときには、次式（２０）を満足するとき警報作動と判断する。
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　　　Ｘｇｓｈ≧Ｘｇｓｗ－Ｋｈｗ　　……（２０）
　そして、制御開始許可フラグＦｏｋが“ＯＦＦ”のときには、警報禁止と判断し、警報
を発生させない。
【００９６】
　なお、前記警報作動フラグＦｗは、前記（１９）式及び（２０）の何れかを満足すると
き“ＯＮ”に設定され、これらのいずれも満足しないとき又は前記制御開始許可フラグＦ
ｏｋが“ＯＦＦ”のとき“ＯＦＦ”に設定される。また、前記（２０）式中の、Ｘｇｓｗ
は、警報作動判断しきい値であって、例えば０．０８〔ｇ〕程度の固定値に設定される。
また、Ｋｈｗは、警報のオンオフのハンチングを防ぐためのヒステリシスであって、例え
ば０．０３〔ｇ〕程度の固定値に設定される。
【００９７】
　次いで、ステップＳ４０に移行し、ステップＳ３８で算出した目標減速度補正値Ｘｇｓ
ｈ相当の減速度を得るための各輪の目標制動流体圧を、上記第１の実施の形態におけるス
テップＳ１２の処理と同様にして算出し、次いでステップＳ４１に移行し、上記第１の実
施の形態におけるステップＳ１３の処理と同様にして駆動輪の目標駆動トルクを算出する
。
【００９８】
　そして、ステップＳ４２に移行し、ステップＳ４０で算出した各車輪の目標制動流体圧
Ｐｓｉを発生するよう前記制動流体圧制御回路７に向けて制御信号を出力し、また、ステ
ップＳ４１で算出した目標駆動トルクＴｒｑを発生するよう駆動トルクコントロールユニ
ット１２に制御信号を出力する。
　また、前記警報作動フラグＦｗが“ＯＮ”に設定されているときには、警報装置２３を
作動させ、ドライバに自車両前方に減速を行う必要のあるカーブが存在することを通知し
たり、また、減速制御の作動を予め通知したりするための表示を行ったり或いは警報を発
生させたりする等といった処理を行う。一方、警報作動フラグＦｗが“ＯＦＦ”に設定さ
れているときには、警報装置２３の作動を停止する。
【００９９】
　以上の処理によって、図９に示す演算処理が終了したならば、タイマ割込処理を終了し
て所定のメインプログラムに復帰する
　このように、この第３の実施の形態においては、カーブ走行時に最も重要となる最小旋
回半径点を目標ノードとし、この目標ノードを通過する際に自車両に発生する横加速度が
路面摩擦係数Ｋμに応じて算出される許容横加速度Ｙｇ lim相当となるように目標減速度
Ｘｇｓを算出し、これに、ドライバにかかる負荷をあるしきい値よりも小さくし得る補正
量ΔＸｇｓを加算した目標減速度補正値Ｘｇｓｈを達成するように減速制御を行うように
したから、カーブ走行時に最も重要となる最小旋回半径点を通過する際の自車両の走行速
度を安定した走行速度まで低減することができカーブ区間を安定走行することができると
共に、カーブ走行時にドライバにかかる負荷が大きくなることを回避することができ、ド
ライバにかかる負荷の軽減と適切な減速制御とを両立させることができ、ドライバに違和
感を与えることなく適切なタイミングで適正量の制御を行うことができる。
【０１００】
　なお、この第３の実施の形態においては、上記第１の実施の形態に適用した場合につい
て説明したが、上記第２の実施の形態に適用することも可能である。
　なお、上記各実施の形態においては、制動力を発生させると共に、この制動力相当の駆
動力を低減することによって、減速度を発生させるようにした場合について説明したが、
これに限るものではなく、例えば、エンジン等の出力、つまり駆動力を低減させること、
変速機のギヤ比を変更すること、制動流体圧を増圧させて制動力を増加させること等のう
ち、少なくとも何れか１つ、また、これらを組み合わせて減速度を発生させるようにして
もよい。
【０１０１】
　ここで、上記各実施の形態において、ナビゲーション装置２０が道路情報獲得手段に対
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応している。また、第１の実施の形態において、図２のステップＳ２の処理が走行状態検
出手段に対応し、ステップＳ７の処理が負荷推定手段に対応し、ステップＳ９からステッ
プＳ１４の処理が前方道路対応処理手段に対応している。
　また、第２の実施の形態において、図７のステップＳ２の処理が走行状態検出手段に対
応し、ステップＳ２１、Ｓ２２の処理が負荷推定手段に対応し、ステップＳ２４からステ
ップＳ２８の処理が前方道路対応処理手段に対応し、ステップＳ４ａの処理が連続カーブ
検出手段に対応している。
　また、第３の実施の形態において、図９のステップＳ２の処理が走行状態検出手段に対
応し、ステップＳ３５の処理が負荷推定手段に対応し、ステップＳ３３からステップＳ４
１の処理が前方道路対応処理手段に対応し、ステップＳ３３の処理が目標減速度算出手段
に対応し、ステップＳ３４からステップＳ３８の処理が補正手段に対応している。
【図面の簡単な説明】
【０１０２】
【図１】本発明における前方道路対応制御装置を搭載した車両の一例を示す概略構成図で
ある。
【図２】図１のコントロールユニット内で実行される演算処理の処理手順の一例を示すフ
ローチャートである。
【図３】図２のステップＳ４におけるカーブ区間の設定方法を説明するための説明図であ
る。
【図４】カーブ区間のその他の設定方法を説明するための説明図である。
【図５】ドライバの負荷総計ＴＷＬと負荷総計基準値ＴＷＬｓとの関係を説明するための
説明図である。
【図６】第１の実施の形態の動作説明に供する説明図である。
【図７】第２の実施の形態における演算処理の処理手順の一例を示すフローチャートであ
る。
【図８】第２の実施の形態の動作説明に供する説明図である。
【図９】第３の実施の形態における演算処理の処理手順の一例を示すフローチャートであ
る。
【図１０】図９の演算処理で用いる制御マップの一例である。
【符号の説明】
【０１０３】
　５ＦＬ～５ＲＲ　車輪
　６ＦＬ～６ＲＲ　ホイールシリンダ
　７　制動流体圧制御回路
　８　コントロールユニット
　９　エンジン
１０　自動変速機
１１　スロットルバルブ
１２　駆動トルクコントロールユニット
１５　加速度センサ
１６　ヨーレートセンサ
１７　マスタシリンダ圧センサ
１８　アクセル開度センサ
１９　操舵角センサ
２０　ナビゲーション装置
２１　ステアリングホイール
２２ＦＬ～２２ＲＲ　車輪速度センサ
２３　警報装置
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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